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訪問看護ステーション

【二次医療圏別に見た場合】
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地域在宅医療支援センター
相談窓口から・・

・「これ以上の治療方法はない」といわれたけれど、どうしたらいい？
・「今後、どうしますか」といわれたけれど、家でも点滴ができるの？

一人で看れるのか不安。痛くなったらどうするの？
・1人で生活していけるのか？

・緩和ケア病棟やホスピスはどこにあるの？
・往診してくれる医師や２４時間訪問してくれる訪問看護ステーションは、
どこにあるの？

・家族が末期がん、最期まで自宅ですごす具体的な方法が知りたい。

在宅療養や緩和ケアの情報がほしい！

「退院」といわれても・・・

・家の近くに入院できる病院があるのかな？
でも、本当は最期まで家で過ごしたい。（家族に言い出しにくい・・・）

・緩和ケア病棟に入院しているけれど、もう一度、地域で生活がしたい。
・家族はいないが、退院できる？

退院先を選びたい。退院したいけれど・・・

医
療
依
存
度
の
高
い
患
者
へ
の
支
援
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地域在宅医療支援センター相談実績
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複数回答N＝1077

１．相談実人員数の推移 ２．患者の年齢

３．電話相談実人員の推移

政令市・中核市・保健所設置市
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北九州市
• 高齢者・障害者相談コーナー、地域包括支援
センターでの相談対応

• 市医師会との連携による医療・介護ひまわり
ネットワーク事業（現・在宅医療推進事業）の
推進

• 医療従事者への研修会の開催

福岡市
• 各区保健福祉センターや地域包括支援セン
ターでの相談対応及び支援

• 地域包括ケアシステム構築に向けた検討会
儀の開催

• 各区における医療介護の連携強化モデル事
業や高齢者地域支援モデル事業の実施

大牟田市
• 地域包括支援センターでの相談対応

• 認知症徘徊ＳＯＳネットワークの構築

• 認知症地域支援推進員の配置

久留米市
• 末期がん、難病等に関する在宅医療 相
談対応及び社会資源情報発信

• （「久留米市在宅医療に関する医療社会
資源情報」作成。H２５年度配布）

• 在宅医療従事者研修及び連携強化

• 市民啓発

政令市・中核市・保健所設置市

地域での取組
～県医師会及び地域医師会～
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福岡県医師会診療情報ネットワーク
（愛称：とびうめネット）

※ＩＣＴを利用した地域医療連携システム

◇ 目 的

・県⺠が安⼼できる医療情報共有の実現
・医療連携、医介連携の推進
・在宅医療、在宅介護の推進
・救急医療の充実
・災害時の医療データの保護

県医師会資料より

• 救急医療支援システム

• サマリー作成・患者支援システム

• 多職種連携システム（会話型視覚的情報共有支援システム）

• 災害時バックアップ（データ保全）システム

救急医療支援システム
• 安全・安心な地域医療を支援するために、かかりつけ医を通じて医

療に関する情報を登録しておくことで、体調を崩すなどの緊急時に
迅速で適正な医療を支援するシステム

10
県医師会資料より
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多職種連携システム（会話型視覚的情報共有支援システム）

在宅療養患者情報を、患者に関わる多職種で共有し、連携を図るこ
とにより、効率的･効果的な在宅医療連携を支援するシステム

県医師会資料より

12

トビウメ タロウ

飛梅 太郎 さん

カメラ・⾳声による現場情報の取得

テンプレートによる情報⼊⼒⽀援

職種に合わせた⼊⼒画⾯を作成可能とします

多職種連携システム 現場情報のスムーズな共有

県医師会資料より
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地域医師会
訪問看護ステーション
民間病院

の３つのモデルが採択された

１ 目的
「誰もが住み慣れた地域で安心して療養できる福岡県」を目指し、①医療と介護の連

携、②在宅医療に携わる多職種連携の推進により、住民の身近な地域で２４時間３６５日
対応可能な在宅医療体制を構築することを目的とする。

２ 実施地域
郡市区医師会単位で３０ヶ所

３ 実施期間
平成２５年１０月から平成２８年３月末（予定）

４ 事業内容
在宅療養患者の生活圏域において、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応か

ら看取りに至るまでの支援体制の確立を図るため、市町村とも連携した医療と介護が連
携した包括的かつ継続的な在宅医療体制を構築するための事業とする。

地域在宅医療推進事業（地域医療再生基金を活用）
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※事業例

① 医療資源等の調査

• 医師会内の、医療・介護など資源調査を行い、関係機関で情報共有する。

② 医師会内での検討会

• 地域に存在する様々な資源を活かし、どのような医療提供体制が可能なのか、医
師会内で基本方針を検討する。

③ 在宅療養患者を支える医療体制の検討

• 医師会内で検討した基本方針を、在宅療養患者を支える様々な職種で検討する。

④ 多職種連携研修会

• 地域における、専門性を生かしたチーム医療を目指すための多職種連携研修会
を開催する。

⑤ 市民啓発

• 医師会、多職種等による市民講座や老人会などへの出前講座の開催や広報誌の
発行、ホームページ等により啓発を行う。

三原　宏之 竹野　文洋

杉村　隆史 松野　勝典 白水　光紀 井本　公重 呉　　義憲

杉　　東明 別府　鵬飛 竹野　文洋 原　文昭 目野　茂宣

岡本　省吾

在宅医療推進協議会

高齢者支援部局

地域包括支援センタ｜

平成２６年度在宅医療推進事業連携図
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筑紫歯科医師会

筑紫薬剤師会

春日大野城那珂川
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筑紫野太宰府消防
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②医師会内での検討会

④多職種連携研修会

⑤住民啓発

③在宅療養を支える医療体制の検討
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①医療資源等の調査

筑紫地域在宅医療支援センター
（筑紫保健福祉環境事務所内）

地
域

包
括

支
援

セ

ン
タ

｜

地
域

包
括

支

援
セ

ン
タ

｜

地
域

包
括

支
援
セ

ン
タ

｜

地
域

包
括

支
援
セ

ン
タ

｜

地

域

包
括

支
援
セ

ン
タ

｜

病院の医師や看護師等がかかりつけ医や訪
問看護ステーションと同行訪問

医療機関の情報（連携）
在宅医療にかかる地域連携

在宅同行訪問事業

※地域特性に応じた取組例

地域在宅医療推進事業経過報告会資料より抜粋
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在宅医療連携拠点整備事業
（地域医療介護総合確保基金を活用）

１ 目的

「誰もが住み慣れた地域で安心して療養できる福岡県」を目指し、安心して療養でき
る環境を整備するため退院支援や検査体制の充実を図ることを目的とする。

２ 実施地域

郡市区医師会単位で３０ヶ所

３ 実施期間

平成２７年１月から平成２７年３月末

４ 事業内容
在宅療養患者の生活圏域において、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応

から看取りに至るまでの支援体制の確立を図るため、市町村とも連携した医療と介護が
連携した包括的かつ継続的な在宅医療体制を構築するための事業とする。

※事業例

① 在宅医療相談窓口設置

• 地域の医療機関等からの在宅医療にかかる専門相談への対応や情報提供。

② 医師同行訪問

• 訪問診療に従事している医師との同行訪問により在宅医療に関わる従事者の理
解を深める

③ 退院時連携促進

• 管内の病院の退院支援部門等と訪問看護ステーションとの相互研修や連携ツー

ルの作成。

④ 医療機器整備

• ポータブルの医療機器の共同購入及び共同利用。
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訪問歯科診療推進事業
（地域医療介護総合確保基金を活用）

１ 目的

地域で介護を要する高齢者等の増加が見込まれることから、患者や家族、介護職等

からの摂食嚥下や口腔機能の維持などの相談対応や在宅歯科診療等への連携などを
図るための支援体制を構築することを目的とする。

２ 実施地域

地域の歯科医師会５ヶ所

３ 実施期間

平成２７年１月から平成２７年３月末

４ 事業内容
地域に設置した在宅歯科医療連携室を拠点とし、歯科口腔に関する専門相談や医

科・介護等関係機関との連携、早期治療に向けた受診勧奨や保健指導等地域における
高齢者の在宅歯科医療の推進を図る事業とする。

※事業例

① 在宅歯科医療連携室設置

• 患者や家族、介護職等からの歯科医療や歯科保健指導等にかかる相談対応や情
報提供。

② 歯科医療・介護連携

• 医療機関からの退院調整に参加し、地域歯科診療所へのシームレスな受診勧奨
や保健指導への移行や介護支援専門員との連携

③ 多職種連携

• 言語聴覚士、栄養士、リハ職など食に関わる関係職種との相互理解や共通認識を

もつための研修等の実施。



11

今後の方向性

地域支援事業への円滑な取組に向けて
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○ 疾病を抱えても、⾃宅等の住み慣れた⽣活の場で療養し、⾃分らしい⽣活を続けられるためには、地域にお
ける医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を⾏うことが必
要。
（※）在宅療養を⽀える関係機関の例

・在宅療養⽀援診療所・⻭科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施）
・在宅療養⽀援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時に⼀時的に⼊院の受け⼊れの実施）
・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等）
・介護サービス事業所 （⼊浴、排せつ、⾷事等の介護の実施）

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を⼀体的に提供できる体制を構築するた
め、都道府県・保健所の⽀援の下、市区町村が中⼼となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域
の関係機関の連携体制の構築を図る。

【24年度要求額 ：１８０４百
万円 】在宅医療・介護連携の推進

地域包括⽀援センター

在宅療養⽀援診療所等
患者
・利⽤者

在宅療養⽀援病院・診療所(有床診療所)等

介護サービス事業所

訪問診療 訪問看護等

訪問診療
介護サービス

⼀時⼊院
（急変時の⼀時受け⼊れ）

連携

訪問看護事業所、薬局等

在宅医療・介護連携⽀援センター（仮称）
（郡市区医師会等）

関係機関の
連携体制の
構築⽀援

都道府県・保健所
後⽅⽀援、
広域調整等
の⽀援

市町村

・地域の医療・介護関係者による協議
の開催
・医療・介護関係機関の連携促進
・在宅医療に関する⼈材育成や普及啓
発 等

23

3
65

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成
23・24年度）、在宅医療推進事業（平成25年度〜）により⼀定の成果。それを踏まえ、介護
保険法の中で制度化し、全国的に取り組む。

○ 具体的には、介護保険法の地域⽀援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会
等と連携しつつ、取り組む。

地域⽀援事業の⾒直し

在宅医療・介護連携の推進のための介護保険制度改正

（参考）
「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」による改正後の介護保険法
第115条の45第2項

市町村は、介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態
等となった場合においても、可能な限り、地域において⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう⽀援するため、地域⽀援事
業として、次に掲げる事業を⾏うものとする。
⼀〜三 （略）
四 医療に関する専⾨的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における医療を提供する医療機関その他の関係者の連
携を推進するものとして厚⽣労働省令で定める事業（前号に掲げる事業を除く。）

五、六 （略）
第115条の45の10
１ 市町村は、第115条の45第2項第4号に掲げる事業の円滑な実施のために必要な関係者相互間の連絡調整を⾏うことができ
る。
２ 市町村が⾏う第115条の45第2項第4号に掲げる事業の関係者は、当該事業に協⼒するよう努めなければならない。
３ 都道府県は、市町村が⾏う第115条の45第2項第4号に掲げる事業に関し、情報の提供その他市町村に対する必要な協⼒をす
ることができる。

24

3
66
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在宅医療・介護連携推進事業
（介護保険の地域支援事業、平成２７年度～）

○ 介護保険法の地域⽀援事業の包括的⽀援事業に位置づけ。
○ 可能な市区町村は平成27年4⽉から取組を開始し、平成30年4⽉には全ての市区町村で実施。
○ 各市町村が、原則として（ア）〜（ク）の全ての事業項⽬を実施。
○ ⼀部を郡市医師会等（地域の中核的医療機関や他の団体を含む）に委託することができる。
○ 都道府県・保健所が、市町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の⽀援や、都道府県レベル
での研修等により⽀援。国は、事業実施の⼿引き書や事例集の作成等により⽀援。都道府県を通じて実施状
況を把握。

（ア） 地域の医療・介護サービス資源の把握

25

（キ） 地域住民への普及啓発

（イ） 在宅医療･介護連携の課題と抽出の対応の協議

（ウ） 在宅医療・介護連携に関する相談の受付等

（エ） 在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援

（オ） 在宅医療・介護関係者の研修

（カ） 24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築

（ク） 二次医療圏内・関係市町村の連携3
67

※市町村で医療を所管する
部署はどこ？

※医療依存度の高い患者
の在宅療養の現場を知って
いる？

※患者や家族のニーズを把
握している？

○事業項⽬

そこで、
福岡県では市町村が在宅医療に取組めるよう・・・

• 取組んだ事業の結
果と目標を比較し、課
題整理や要因分析を
し事業評価

• 再度、見直し等行い課
題解決に向けた取組の
実施

• 計画に沿って関係
者による課題共有
や在宅医療に関す
る研修、住民啓発な
どに取組む

• 在宅医療に関する資
源調査、患者や家族
からの相談対応など
によりニーズを把握
（地域診断）し、目標
をたて必要な事業の
計画立案

Plan

（計画）

Do
（行動）

Check

（確認・
分析）

Act

（再度行
動）

県が保健所中心に実施してきたノウハウを活かし、市町村が在宅医療に取組めるよう、地域
医療介護総合確保基金を活用してモデル事業を実施
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市町村が効果的に取組むために・・

27

①「在宅医療・介護連携のための市町村ハンドブック」の活⽤

市町村が効果的に取組むために・・

28

②「福岡県在宅医療・介護連携推進のてびき」の作成

 

 

 

福岡県在宅医療・介護連携推進のてびき（案）

～福岡県地域在宅医療支援センター活動報告書～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年３月 

福岡県 

福岡県の在宅医療～地域在宅医療支援センター（保健所）活動報告 目次 
 
第1章 福岡県の在宅医療に関する基本的事項 

第1節 保健医療の現状 
   １ 人口 
   ２ 死亡 
   ３ 在宅医療の提供施設の状況 

第2節 在宅医療の現状 
   １ 看取り率 
   ２ 訪問看護ステーション調査結果 
   ３ 在宅支援診療所・病院調査結果 

第3節 在宅医療の目標値 
第2章 福岡県の在宅医療の取り組み 

第1節 福岡県のこれまでの取り組み 
第2節  
第3節  
第4節  

第3章 福岡県地域在宅医療支援センター（保健所）の取り組み 
第1節 ロードマップ 
第2節 PDCA サイクル 
第3節 各地域在宅医療支援センターの取り組み（保健福祉環境事務所名） 

   １ 医療と介護との連携の橋渡しを実践～市と協働した取り組み～（筑紫） 
   ２ 医師会と協働で取り組む、多職種連携研修会 

～市町多職種の主体的な活動を生み出す基盤づくり～（粕屋） 
   ３ 医療依存度の高い患者が安心して療養できる地域をめざして 

～介護職スキルアップで地域力を上げる取り組み～（糸島） 
   ４ むーみんネット活動を中心に～医師会と保健所の連携～（宗像・遠賀） 
   ５ 入院中から在宅へ向けた支援のために 

～看看連携研修会の取り組み～（嘉穂・鞍手） 
   ６ 地域における在宅医療・介護連携を進めるために～福岡県介護保険広域連合田川・桂

川支部地域ケア連絡会とケアマネ研修会を共同開催して～（田川） 
   ７ 各関係機関が、主体的に取り組む在宅医療の推進 

～在宅医療推進協議会と住民啓発をとおして～（北筑後） 
   ８ 住民啓発「どうすればこの地域で在宅医療ができるか」を住民同士で考え、行政・関

係者に伝える取り組み（南筑後） 
   ９ 施設での看取り教育の取り組み 
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「福岡県在宅医療・介護連携推進のてびき」（案）

福岡県の現状を知る
地域毎の特徴を知る
実際に何をするのか、事業を知る
実際に在宅医療を経験した個別の事例から対応
の⼿法を学ぶ
事業の評価指標を知る
学会報告から事業のまとめ⽅を学ぶ

在宅医療・介護連携の必要性につ
いては、⾊々なところで聞いてる

よね・・
県が持つこれまでの情報を集約し
て、活⽤できるものにしよう！

★PDCAサイクルに基づく活動のまとめ
保健所毎に地域特性に応じた活動内容をまとめる

 医療と介護との連携の橋渡しを実践 

～市と協働した取り組み～ 

 
＜管内の状況＞                     

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

事業の背景・地域の課題 

 

 

 

 

目的・目標 

 

 

 

計画 

 

 

 

 

事業の実際（展開） 

 

 

 

 

 

実施したことで得られた成果・評価 

 

 

 

 

改善点と今後の展開 

 

医師会数 １カ所 

主な  

社会資源 

在宅療養支援病院・診療所 ○カ所 

訪問看護ステーション ○カ所 

緩和ケア病院 ○カ所 

○○保健福祉環境事務所

○ 人  口：             人 

○ 面  積：            km2 

○ 高齢化率：             % 

 
 
 

ＭＡＰ 

Ｐｌａｎ 

１．△△△・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

２．□□□・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

Ｄｏ 

管轄市町村をマップで入れます。 

記入不要 

○○事業体系 

ポポポイイインンントトト   

Ｃｈｅｃｋ 

Ａｃｔｉｏｎ 

★ロードマップ
保健所毎に目標をたて取組む内容と成果を時系列にまとめる

「福岡県在宅医療・介護連携推進のてびき」（案）
の構成

ニーズ
把握

困ったこ
と

工夫した
こと

年度 成果

○○年度・・・・・・○○年度

○○協
議会

教育業
務

住民啓
発

★事業評価

取組んだ事業を、ストラクチャープロセ
ス、アウトカムについて、設定した項目ご
とに評価する

★コラム
実際の取組について、印象に残った事例
や工夫した点などを紹介

★学会報告集・・などなど
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まとめ

・「在宅医療」は、地域の医療提供体制の施策の中でも、最も
人々の関心が高いものであると考えられる。

－「医療・介護」を別々の枠組みの中では考えられない。
－県民の在宅医療・療養に対する期待は非常に高いが、実際

の普及状況との間にはまだまだギャップがある。

・地域完結型の医療提供体制の整備
－医療機能分化・再編という医療制度の大きな改革の中でお
こる、病床転換による影響を踏まえた在宅医療・介護サービ
スの提供体制を整備する必要がある。

・多職種連携の促進
－地域におけるチーム医療の推進のため、多職種の専門性の
理解と連携促進が重要であり、効率的なサービスが日常的に
提供可能となるには十分な時間が必要である。

目指す姿・・

県民が望む場所で療養し、

望む場所で死を迎えられる、

そんな福岡県にできるよう…

ご清聴ありがとうございました。


